
１． はじめに

北海道では予算に関して、建設管理部（以下、

出先機関）と漁港漁村課（以下、本庁）との

間で精算のための資料のやり取りがあり、こ

の業務をシステム化する事により効率的に予

算の執行を行うことを検討した。精算のため

の資料は、水産庁への予算の申請書である当

初認可資料及び変更認可資料（以下、認可資料）

や、予算の執行状況を確認するための精算見

込資料（以下、精算見込資料）がある。出先

機関では認可資料と精算見込資料を作成し、

本庁ではそれらの資料をもとに予算執行状況

確認や水産庁へ実績報告を行っている。

近年、出先機関では技術職員不足による精

算作業の負担が増加しており、一方、本庁では、

水産庁へ提出する認可資料の審査及び精算見

込資料の確認に時間を要している。

このような出先機関、本庁の双方で生じて

いる作業負担を軽減する方法として、認可資

料及び精算見込資料の作成を自動化する事に

ついて検討することとした。

自動化により、入力作業を効率的に処理し、

担当者の負担軽減、作業時間の削減、資料の

精度向上等が期待される。
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２． 問題点と対応策

予算管理の業務自動化にあたって、問題点

と対応策について検討した。

2-1　問題点

漁港関係事業は、道路・河川等の交付金事

業と異なり、事業や施設により補助率が複数

となるため、認可資料や精算見込資料の作成

に注意を要する。

出先機関が認可資料及び精算見込資料の作

成に時間を要する原因として、人員不足の他、

資料の入力内容の確認事項が多い事が挙げら

れる。

その理由として、単純に作成する資料数や

入力項目が多いことの他、認可資料では工事

費内訳書の内容を総括設計書に転記する事や、

精算見込資料作成では、認可資料の内容を確

認しながら入力する事がある。

2-2　対応策

以上の問題点に対し、２つの対応策を検討

した。

①入力箇所の見直し

入力項目を手入力によって行っており、現

行の資料様式では項目が多いため作業量が多

く効率が悪いという点を解消するため、入力

内容の最適化を行う。

②資料の自動作成

手入力による誤記や不備という単純ミスを

防ぐため、可能な項目については自動的に情

報を転記することを検討した。精算見込資料

は、当初認可や認可変更を先に作成すること

から、これらの認可資料の情報を自動的に転

記する。

2-3　システム化の方針

対応策①、②を実現するため、認可資料及

び精算見込資料作成をシステム化することと

した。

認可資料や精算見込資料の入力項目につい

て、他資料に存在する項目から、情報を直接

または加工の上、転記できるかについて整理

した。転記可能な項目については入力項目か

ら除外し、入力効率を向上する。

例えば、認可資料では設計総括表は工事費

内訳表の情報から作成するため、工事費内訳

表の必要な情報を設計総括表の決めた場所（セ

ル）にコピーすることができる（図－１ 太枠）

ことや、精算見込様式２では見直し前の手入

力項目が31箇所（図－２　太枠セル）に対して、

見直し後は手入力のセルの項目を８箇所（図
－３ 太枠セル）まで削減することができる。

また、システムの導入・運用においては、

構築などの初期費用、機能改善やセキュリ

ティ管理など維持費用などの経費負担の課題

が生じるが、今回は全職員のパソコンに既に

インストール済みのMicrosoft Officeを活用し、

汎用性の高いMicrosoft Excel （Visual Basic for 

図ー１　認可・認可変更資料 工事費内訳表（上図）から設計総括表（下図）への自動転記
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図ー２　見直し前の精算見込様式２の手入力項目

図ー３　見直し後の精算見込様式２の手入力項目
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Applications） 上で動作するシンプルなシステ

ムを構築することとした。

３． システム化の実施

運用方法とシステムに実装する機能につい

て検討し、その結果に従い、システム構築を

実施した。

3-1　システム運用方法の検討

現在の作業プロセスを整理し、出先機関及

び本庁でのシステム導入時の運用方法につい

て検討した（図－４）。

この運用方法を実現するためには、システ

ム化の方針で検討した転記可能項目について

は、システム化による自動転記を実装する必

要がある。

システム化による自動転記の例として、内

示表や認可資料に入力したデータを精算見込

様式２の対象セルに自動的に転記することで

手入力を削減でき、確認作業を省略すること

ができる（図－５）。

図ー４　システムの運用イメージ
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図ー５　システム化による自動転記の例
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3-2　システム機能の検討

システム運用に必要な機能を検討し、初年

度のシステム構築では、以下の機能を実装す

ることした。

①認可・変更認可資料自動作成

②精算見込様式２(漁港毎精算)自動作成

③精算見込様式１(地区毎精算)自動作成

④実績報告書自動作成

⑤地元負担金調書自動作成

①～③は出先機関で使用する機能、④～⑤

は本庁で使用する機能である。

①認可・変更認可資料自動作成

工事費内訳表の情報を基に総括設計表を自

動作成する。

また、変更工事費内訳表の現設計列に当初

の工事費内訳表の金額などを自動転記する（図
－６）。

図ー６　認可・変更認可資料自動作成

②精算見込様式２自動作成

内示表と認可・認可変更資料の情報を精算

見込様式２のテンプレートに転記して精算見

込様式２を自動作成する（図－７）。

また、第２回の精算見込様式２を作成する

場合は１回目の精算見込額や実施済み契約額

を２回目の上段に転記する。

図ー７　精算見込様式2 自動作成

③精算見込様式１自動作成

内示表と精算見込様式２の情報から精算見

込様式１を自動生成する（図－８）。

④実績報告書自動作成機能

精算見込様式２の情報から実績入力箇所以

外のデータを転記し、実績報告書を自動作成

する（図－９）。

図ー９　実績報告書自動作成

⑤地元負担金算定調書自動作成

内示表または精算見込様式１の情報から、

地元負担金算定調書を自動作成する（図－
10）。

図ー 10　地元負担金算定調書自動作成

以上の機能を実装したシステムを構築、導

入することにより、手作業を大幅に削減し、

作業効率とデータの正確性向上を実現した。

４． 効果の見込み

現在の方法による作業時間とシステムを利

用した場合の作業時間を比較し、システム導

入の効果を検証した。

（１）出先機関

出先機関での作業時間について令和５年度

図ー８　精算見込様式1 自動作成
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水産基盤整備事業対象の全146漁港を例に比較

した（表－１）。

表－１①は、認可・変更認可資料の工事費

内訳表から設計総括表を作成する作業である。

１漁港あたり20分かかり、全漁港分を作成す

ると約６日かかっているが、システムを利用

することにより10分で作業が完了する見込み

である。

表－１②は、認可・変更認可資料から精算

見込様式２の資料を作成する作業である。全

漁港分で６日がかかっているが、システムを

利用することにより３日で作業が完了する見

込みである。

表－１③は、２回目の精算見込様式２を作

成する作業である。全漁港分で３日かかって

いるが、システムを利用することにより13時

間で作業が完了する見込みである。

表－１④は、精算見込様式１の作成作業で

ある。１地区あたり１日かかり、全ての地区

（９地区）で９日かかっているが、システムを

利用することにより１時間半で作業が完了す

る見込みである。

北海道全体で出先機関の作業に合計24日か

かっている。システムを利用すると約５日と

なり、19日程度削減する見込みである。

表ー１　出先機関の作業時間比較

（２）本庁

本庁での作業時間を比較した（表－２）。

表－２①は、出先機関から提出された精算

見込様式２から実績報告書を作成する作業で

ある。１地区あたり３日かかり、全ての地区

で27日かかっているが、システムを利用する

ことにより９日で作業が完了する見込みであ

る。

表－２②は、地元負担金算定調書の作成作

業である。全地区で３日かかっている（年度

により変動はある）がシステムを利用するこ

とにより１日で作業が完了する見込みである。

表ー２　本庁の作業時間比較

本庁で合計30日かかっている作業が、シス

テムを利用すると10日となり、20日の作業時

間が削減する見込みである。

出先機関、本庁ともにシステムを利用する

ことにより、全体の作業時間を大幅に削減さ

れることとなる。

５． まとめ

予算管理業務のシステム導入による自動化

という取り組みにおいて、担当者の負担になっ

ていた入力・確認作業を大幅に削減すること

ができる見込みである。

今年度（令和５年度）は各出先機関で機能

②について1漁港の試行運用を実施し、システ

ムの機能性や操作性を評価する。試行運用で

生じた問題点・改善点については、検討の上

システムの改修を行う。

令和６年度からは各出先機関で機能①～③

について施行運用を実施する漁港数を増やし、

改良を繰り返し令和７年度からの本格運用を

目指すこととしている。
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将来的な課題としてはデータの一元化が挙

げられる。現在、提出前の資料が出先機関に

保存されており、提出後の資料が本庁に保存

されているといった様に、同じ資料が複数の

場所に分散・保存されている。そのため、ど

のデータが最新の正しい情報なのかをすぐに

特定するのが難しい（図－11）。

この問題に対し、情報を一元化することに

より、情報の断片化や散在化を防ぎ、整合性

が取られた情報のみを維持管理できるように

なる。これにより出先機関や本庁など異なる

部門・場所においても、利用者は最新の正し

い情報のみを利用可能となる（図－12）。

図ー 12　一元化システム

また、今回の取り組みでは、予算管理の一

部の作業におけるデジタル化に焦点を当てた

が、今後はより作業効率向上と省力化を促進

するため、組織全体の業務プロセスを対象と

したデジタル化による業務改善を検討する。

例えば今回作成した資料内のデータをeMAFF

などのデジタル申請にも連携できるような拡

張を検討することにより、より広範な作業の

効率化を図ることが考えられる。図ー 11　現在の情報管理
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